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　この「財政事情書」は、市民の皆さまに市の財政状況をご理解いただくとともに、
今後のまちづくりに一層のご協力をお願いするため、地方自治法（昭和22年法律第67
号）第243条の３及び下妻市財政事情書の作成及び公表に関する条例（昭和33年条例
第28号）に基づき、毎年２回（５月及び11月）定期的に公表しているものです。
　今回は、令和６年度当初予算及び令和５年度予算の執行状況をはじめ、市民の市税
負担の状況等についてお知らせします。



≪一般会計歳入予算額と収入状況（令和６年３月31日現在）≫
（単位：千円、％）

市　税 6,128,446 6,097,907 99.5 
地方譲与税 239,560 255,171 106.5 
利子割交付金 2,350 1,556 66.2 
配当割交付金 32,110 29,591 92.2 
株式等譲渡所得割交付金 21,128 33,055 156.5 
法人事業税交付金 111,000 126,866 114.3 
地方消費税交付金 1,099,696 1,057,694 96.2 
環境性能割交付金 14,000 29,048 207.5 
地方特例交付金 39,095 39,124 100.1 
地方交付税 3,487,056 3,525,102 101.1 
交通安全対策特別交付金 3,423 3,523 102.9 
分担金及び負担金 82,725 93,692 113.3 
使用料及び手数料 125,403 93,162 74.3 
国庫支出金 3,242,450 2,818,034 86.9 
県支出金 1,466,710 539,729 36.8 
財産収入 22,444 15,920 70.9 
寄附金 1,211,101 1,129,900 93.3 
繰入金 677,730 328,542 48.5 
繰越金 1,926,176 1,926,176 100.0 
諸収入 957,037 671,930 70.2 
市　債 714,600 28,900 4.0 
歳入合計 21,604,240 18,844,622 87.2 

≪一般会計歳出予算額と支出状況（令和６年３月31日現在）≫
（単位：千円、％）

議会費 201,076 194,872 96.9 
総務費 5,124,154 3,188,299 62.2 
民生費 6,890,517 5,975,884 86.7 
衛生費 1,411,861 1,297,957 91.9 
労働費 27,160 24,195 89.1 
農業費 875,972 629,516 71.9 
商工費 237,665 224,543 94.5 
土木費 2,066,489 1,356,394 65.6 
消防費 819,724 776,867 94.8 
教育費 2,093,332 1,632,523 78.0 
災害復旧費 5 0 0.0 
公債費 1,830,620 1,771,012 96.7 
予備費 25,665 0 0.0 
歳出合計 21,604,240 17,072,062 79.0 

第１　令和５年度予算の執行状況について

１．一 般 会 計

歳入科目
予算現額

A
収入済額

B
収入割合
B／A×100

歳出科目
予算現額

A
支出済額

B
支出割合
B／A×100
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≪特別会計予算額と収入支出の状況（令和６年３月31日現在）≫
（単位：千円、％）

執　行　状　況

≪市税の収入状況（令和６年３月31日現在）≫
（単位：千円、％）

予算現額 調 定 額 収入額 収納率 1人当たり負担額

A B C C/B （注１） （円）

（注１） 人口 42,153 人（令和６年４月１日現在 住基人口）
（注２）

２．特 別 会 計

会　計　名
予算現額

A 収入済額
B

収入割合
B／A×100

支出済額
C

支出割合
C／A×100

国民健康保険 4,921,216 4,201,991 85.4 4,227,786 85.9 

後期高齢者医療 573,106 560,587 97.8 548,182 95.7 

介護保険 4,234,573 3,816,906 90.1 3,569,450 84.3 

介護サービス事業 9,000 11,929 132.5 5,338 59.3 

第２　市税の収入状況について

区　分

市 民 税 2,679,505 2,831,556 2,609,076 92.1 61,895 

固定資産税 2,937,384 3,031,190 2,976,210 98.2 70,605 

軽自動車税 150,357 180,913 160,129 88.5 3,799 

たばこ税 346,800 364,567 337,478 92.6 8,006 

入 湯 税（注２） 14,400 15,014 15,014 100.0 356 

合　計 6,128,446 6,423,240 6,097,907 94.9 144,661 

入湯税は、環境衛生施設・消防施設などの整備や観光振興に要する費用に充てら
れる税で、主にビアスパークしもつま及び道の駅しもつまの維持管理経費の一部
に充てられています。
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１

２

３

≪市債の現在高（令和６年３月31日現在）≫ （単位：千円）

一　般　会　計　　　

普通建設事業債

（１） 総 務 債 536,433 

（２） 庁 舎 建 設 債 3,978,100 

（３） 農 業 債 577,870 

（４） 土 木 債 4,227,220 

（５） 消 防 債 891,672 

（６） 教 育 債 5,689,225 

　小　計 ア 15,900,520 

災害復旧債 イ 51,512 

そ の 他

（１） 災害援護資金貸付事業債 9,723 

（２） 上水道事業出資債 7,159 

（３） 減税補てん債 17,520 

（４） 減収補てん債 48,865 

（５） 臨時財政対策債 7,016,472 

　小　計 ウ 7,099,739 

合　計  ア+イ+ウ 23,051,771 

≪公有財産の現在高（令和６年３月31日現在）≫

第３　市債の状況について

区　　分 現　在　高

第４　市有財産の状況について

１．公有財産

区　分 現　在　高

  土　地 1,193,082 ㎡

  建　物 155,932 ㎡

  車　両 129 台

－3－



≪基金の現在高（令和６年３月31日現在）≫ （単位：千円）

２．基　金

基　金　名 現　在　高

財政調整基金 2,071,201 

減債基金 1,036,293 

特定目的基金 2,080,033 

社会福祉事業基金 43,836 

地域福祉基金 127,529 

加藤文庫基金 11,000 

ビアスパークしもつま及び道の駅しもつま
維持管理基金

68,875 

ふるさと創生基金 21,675 

環境整備保全基金 80,330 

公共施設等マネジメント基金 263,637 

地域振興基金 1,024,109 

ふるさと下妻基金 433,568 

森林環境譲与税基金 5,474 

小　計 5,187,527 

特
別
会
計

国民健康保険支払準備基金 483,945 

介護給付費準備基金 330,762 

小　計 814,707 

運
用
基
金

高額療養費貸付基金 8,000 

印紙等購入基金 2,000 

小　計 10,000 

合　計 6,012,234 

一
般
会
計
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≪令和６年度会計別当初予算額≫ （単位：千円、％）

令和６年度当初 令和５年度当初 増減額 伸び率
A B C（A-B） C/B×100

第５　令和６年度当初予算について

１．予算編成の基本的な考え方

２．予算の概要

会計別

一般会計 18,680,000 18,060,000 620,000 3.4

特別会計 9,455,000 9,410,000 45,000 0.5

国民健康保険 4,736,000 4,911,000 △ 175,000 △ 3.6

後期高齢者医療 659,000 554,000 105,000 19.0

介護保険 4,049,000 3,936,000 113,000 2.9

介護サービス事業 11,000 9,000 2,000 22.2

企業会計 3,047,159 2,974,652 72,507 2.4

水道事業 1,557,399 1,476,024 81,375 5.5

下水道事業 1,489,760 1,498,628 △ 8,868 △ 0.6

合　計 31,182,159 30,444,652 737,507 2.4

　厳しい財政状況が続く中、本市が持続可能な発展・成長を続けていくためには、限られ

た財源を新たな行政課題に配分することが重要である。折しも、令和６年度から令和８年

度にかけては誘致企業に対する課税免除が集中し、一般財源の大幅な減少が見込まれてい

ることから、今一度事務事業の総点検を実施するとともに、課題の本質を見極め、最も効

果的な事業を選択し、市民満足度の向上が図られるよう、原点に立ち返りゼロベースで予

算要求するものとする。特に重点的に取り組む事項について以下の５つを掲げる。

・第６次下妻市総合計画の推進

・事務事業評価・実施計画の推進

・子ども・子育て支援施策の推進

・将来を見据えた行財政運営の実現

・ゼロカーボンシティへの取り組み
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